
第２章 企業ダイナミズムの向上に向けて 

 

我が国が成長力の向上を図り、経済社会の活力を高めていくために、企業部門のダイナミ

ズム1を高めることが重要となっている。その際、我が国における企業の９割、就業者の７割、

そして企業部門で生み出される付加価値の５割を占めており、企業部門の大きなウェイトを

担う中小企業の動向が注目される。 

中小企業は、経済のサービス化が進む中、サービス分野での雇用の受け皿となり、また、

製造業のサプライチェーンを支えるなど、我が国の経済活動において重要な役割を果たして

いる。その一方、大企業と比べ、収益や投資等の面で伸び悩みがみられており、その背景と

して企業部門におけるダイナミズムの遅れや生産性の低迷が指摘されてきた。 

第２章では、我が国企業部門のダイナミズムを高めていくための課題について、特に中小

企業の役割に着目して論じる。第１節では、中小企業の動向について、大企業や諸外国との

比較を通じて分析するとともに、企業部門にみられるダイナミズムの遅れとその背景を検証

する。その上で、第２節では、企業部門のダイナミズムの向上に向けた諸施策を検討する。

また、成長力の向上に向け、ダイナミズムの向上と併せて重要となる、イノベーションやＩ

ＣＴ投資を始めとする中小企業の生産性向上策について検討する。 

 

第１節 企業部門のダイナミズム 

 

企業部門のダイナミズムを高めるためには、大企業に加え、企業部門の中で大きなウェイ

トを占める中小企業の動向が注目される。本節では、大企業や諸外国との比較を通じて、我

が国の中小企業の動向を分析するとともに、中小企業を含む企業部門にみられるダイナミズ

ムの遅れとその背景を検証する。 

 

１ 中小企業のプレゼンスと最近の動向 

 

以下では、まず、観察されるデータを基に、我が国経済における中小企業のプレゼンスを

概観し、中小企業が経済活動の中で重要な役割を担っていることを確認すると共に、中小企

業にみられる最近の変化を検証する。 

 

（経済活動に占める中小企業のウェイトは大きい） 

「中小企業」とは、一般的には、資本金額や従業者数などで測る企業規模が大企業に比べ

て小さい企業として捉えられるが、その概念は幅広く、一言で「中小企業」といっても、い

                          
1 「ダイナミズム」は、様々に使われる言葉であるが、ここでは、起業による市場への参入や起業後の成長、

市場からの退出といった動きが円滑に進むことを通じた企業活動の活力と定義する。 
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わゆる町工場や商店などでイメージされるような個人事業主からベンチャー企業やニッチト

ップ企業まで様々な形態・性格の企業が含まれる。また、その定義についても法律や各種の

統計調査、対象とする業種などによって異なっている（コラム２－１を参照）。 

こうした定義の違いはあるものの、我が国経済に占める中小企業の割合を様々な指標から

概観すると、登録された企業（個人経営や会社以外の法人を除く）のうち９割以上2、就業者

のうち７割程度、人件費のうち６割弱を占めており、その量的なウェイトは大きい（第２－

１－１図、付表２－１）。他方、付加価値、経常利益といった企業活動の成果をみると中小企

業の割合は、３割から５割程度と低下する。就業者数など企業活動を行う上でのインプット

指標でみる割合に比して、企業活動の成果を表すアウトプット指標でみる中小企業の割合が

小さいことは、中小企業の労働生産性が大企業に比べて低いことを示している。 

さらに、設備投資総額に占める中小企業の割合は４割、イノベーション活動への取組を示

す研究費に占める割合は３％未満と、イノベーションを始めとする成長力向上に向けた取組

をみれば、大企業が大きな役割を担っていることが分かる。 

売上高に占める輸出額の割合をみても、自動車や電機機械、一般機械等の加工業種を中心

に、大企業製造業では３割程度となっているのに対し、国内での活動を中心とする中小企業

では２％程度と低い。 

 

第２－１－１図 我が国経済に占める中小企業の割合 

経済活動に占める中小企業のウェイトは大きい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中小企業の数は減少し、就業者数もこのところ減少傾向） 

 企業数や就業者数等でみる中小企業のウェイトが大きいことをみたが、こうした中小企業

                          
2 個人経営や会社以外の法人を含む場合は、386万社（2012年）のうち99.7％となる。 
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（備考）１．財務省「法人企業統計年報」、総務省「経済センサス」、総務省「科学技術研究調査」により作成。 

    ２．2014年度の値（研究費は2013年度）。 
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のプレゼンスに変化はみられるのであろうか。我が国における企業のほとんどを中小企業が

占めるという構造に変化はないが、その数は、1990年代初の520万社（個人経営や会社以外

の法人を含む）から、2010年代初には385万社と、20年間の間に約３割程度減少した（第２

－１－２図（１））。 

こうした動きを業種別にみると、経済のサービス化の動きを背景に、財からサービスへの

需要のシフトが生じる中、1980年代以降、製造業では企業数に減少がみられるが、サービス

業や小売業においても企業数が大きく減少している。背景の一つには、個人事業者を多く含

むサービス業や小売業では、人口減少による需要の縮小や経営者の高齢化を理由とした廃業

の増加など社会構造の変化が影響している可能性が考えられる3。また、そもそも、中小企業

は国内を中心に活動しているため、国内景気の影響を強く受けると考えられるが、業種を問

わず企業数の減少がみられることからも、背景には、バブル経済崩壊以降の内需の弱さとい

ったマクロ的な経済環境が影響している可能性もうかがえる。 

次に、中小企業における就業者数の動きをみると、1980年代以降、2000年代中頃まで増加

傾向が続いたが、最近では減少している（第２－１－２図（２））。全就業者数に占める割合

をみても減少傾向にあるが、依然として７割以上を占めている。 

中小企業の４分の３以上の企業がサービス産業に分類されることを踏まえれば、中小企業

がサービス分野での雇用の受け皿となってきたといえる。一方、中小企業の生産性は、大企

業と比べても低く、雇用の受け皿としての機能を担う中、生産性向上への取組を進めること

が課題となっている（第２節を参照）。 

 

第２－１－２図 中小企業数、就業者数の長期的推移 

中小企業の数は減少し、就業者数もこのところ減少傾向 

（１） 中小企業数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          
3 中小企業庁（2014）。 
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（２） 中小企業における就業者数の推移 
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（備考）１．（１）は、総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス-基礎調査」、 

      総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」を中小企業庁が再編加工したものにより作成。 

      （２）は財務省「法人企業統計年報」により作成。 

    ２．（１）の企業数は、非農林漁業（公務を除く。）の会社数及び個人事業所数(単独事業所及び本所・本社・ 

      本店事業所)の合計。中小企業の定義は、各時点の中小企業基本法の定義に従っている。 

    ３．（１）の産業分類は各時点のものに従っている。「サービス業（狭義）」については、 

      1981年～2001年については「サービス業」「飲食店」の合計、 

      2004年・2006年については「飲食店、宿泊業」「医療、福祉」「教育、学習支援業」 

      「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されないもの）」の合計、 

      2009年・2012年については「学術研究、専門・技術サービス業」「宿泊業、飲食サービス業」 

      「生活関連サービス業、娯楽業」「教育、学習支援業」「医療、福祉」 

      「複合サービス事業」「サービス業（他に分類されないもの）」の合計としている。 

    ４．「経済センサス-基礎調査」及び「経済センサス―活動調査」では（１）商業・法人登記等の行政記録を活用して、 

      事業所・企業の捕捉範囲を拡大しており、（２）本社等の事業主が支所等の情報も一括して報告する 

      本社等一括調査を導入しているため、2006年以前の「事業所・企業統計調査」による結果と単純に比較する 

      ことは適切ではない。 

    ５．（２）の中小企業は資本金１億円未満の企業。就業者は従業員及び役員の合計。 

       中小企業就業者比率 ＝ 中小企業の就業者 ／ 全企業の就業者 
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（中小企業は、依然として大企業と高い取引関係） 

 中小企業について、この20年の間に、企業数が減少してきたことをみたが、そうした中、

「系列」構造に代表される大企業との関係に変化は生じたのであろうか。中小企業を中心と

する下請事業者4と親事業者5間の取引構造を分析するために、親事業者への売上の依存度6を

みると、1995年以降、依存度が５割を超える下請事業者の割合は低下してきたが、2014年に

は依然として４割程度となっている（第２－１－３図（１））。 

また、下請事業者が常時取引を行っている親事業者の数をみると、常時取引を行う親事業

者の数が５社以内と、限られた親事業者との取引関係にのみ依存していた下請事業者の割合

は 1995 年以降低下してきたが、2014 年には上昇し、全体の５割以上を占めている。他方、

10社を超える複数の親事業者との取引関係を常時持つ下請事業者の割合は、同期間中に、１

割程度上昇したものの、３割程度にとどまっている（第２－１－３図（２））。長期的にみれ

ば、親事業者への依存度には低下もみられるが、中小企業は、依然として大企業との高い取

引関係の中で活動しているとみられる。 

 

第２－１－３図 大企業と中小企業の相互依存関係 

中小企業は、依然として大企業と高い取引関係 

（１）取引額の最も多い親事業者への依存度の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          
4 自社よりも資本金の大きな企業から事業を受託している企業を指す。 
5 自社よりも資本金の大きな発注企業を指す。 
6 下請事業者の売上全体に占める、取引額が最も大きい親事業者との取引額の割合を指す。 
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←特定の親事業者への依存度が高い 特定の親事業者への依存度が低い→
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（２）常時取引している親事業者の数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 中小企業の収益、投資の動向 

 

我が国の中小企業については、就業者数など企業活動を行う上でのインプット指標でみる

と、経済活動に占めるウェイトが大きい一方、大企業と比べ、収益の低さや投資の伸び悩み

が指摘されてきた。以下では、中小企業の収益や投資の動向について、大企業や諸外国との

比較を通じて分析する。 

 

（1990年代半ば以降、中小企業のＲＯＡは、大企業に比べて伸び悩み） 

 中小企業の収益力を大企業と比較するために、まず、企業規模別、業種別に、ＲＯＡの長

期的な推移をみると、高度成長期以降、1990年代半ばに至るまで、中小企業のＲＯＡは、総

じて大中堅企業のＲＯＡを上回って推移してきた（第２－１－４図）。しかし、1990 年代半

ば以降、デフレの下、大中堅企業に比べ、中小企業では販売価格へのコスト転嫁が十分に進

まず収益環境が厳しかったことや、バブル経済崩壊に端を発するバランスシート調整に直面

する中、過剰債務がより深刻であった中小企業において積極的な企業活動が抑制されたこと

（後述）、また、大中堅企業と比べて人件費削減等の合理化に向けた取組が遅れたことなどを

背景に、中小企業のＲＯＡは大中堅企業のＲＯＡを下回って推移する傾向を示すこととなっ

た。 

 最近では、デフレ状況ではなくなる中、コストの上昇を販売価格に転嫁しやすい状態が続

くこと、また、原油を始めとする資源価格下落の影響により仕入価格が低下していることな

どを背景に収益環境が改善したことを受け、中小企業・非製造業のＲＯＡが上昇し、大中堅

企業・非製造業のＲＯＡと同様の水準となっている。 
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（備考）経済産業省「発注方式等取引条件改善調査」により作成。 
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第２－１－４図 我が国企業のＲＯＡの長期推移 

1990年代半ば以降、中小企業のＲＯＡは、大企業に比べて伸び悩み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業の財務データ7を基に、我が国企業の収益分布を企業規模別にみると、ＲＯＡの平均値

は、大企業（5.5％）が中小企業（4.2％）を上回る一方、その最頻値は、大企業、中小企業

共に、「０％以上５％未満」となっている（第２－１－５図）。収益分布の形状をみると、中

小企業の多様性を反映し、分布の広がりは、中小企業で大きくなっている。ＲＯＡがマイナ

スとなる企業の割合をみると、中小企業については17％程度であり、大企業の５％程度と比

                          
7 企業データバンク「Osiris」を利用。 
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（備考）１．財務省「法人企業統計季報」により作成。後方４四半期移動平均。 

        ２．大中堅企業は、資本金１億円以上の企業。中小企業は資本金１千万円以上１億円未満の企業。 

    ３．ＲＯＡ（総資本営業利益率） ＝ 営業利益 ／ 総資本 

    （ 総資本  ＝ 負債＋特別法上の準備金＋純資産 ） 
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べて高い。他方、ＲＯＡが10％以上ある、収益力の高い企業の割合をみても、中小企業が大

企業を上回っている。中小企業の中には、創業間もない企業や、高収益を実現する成長期の

企業、さらには、成熟した成長性の低い企業など、大企業と比べ、様々な状況にある企業が

含まれるが、成長力の向上に向けては、企業部門のダイナミズムを高め、高収益企業の割合

を高めていくことが重要となる。 

 

第２－１－５図 企業規模別にみるＲＯＡの分布 

多様性を背景に中小企業の分布の広がりは、大企業と比べて大きい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中小企業の投資は伸び悩み） 

次に、企業の投資行動を分析するために、企業規模別、業種別に、設備投資／キャッシュ

フロー比率の推移をみると、2011年以降にみられる製造業での動きを除き、総じて、大中堅

企業が中小企業を上回る姿となっている（第２－１－６図）。そうした中、バブル経済の崩壊

以降、大中堅企業、中小企業の双方において、設備投資がキャッシュフローを下回るといっ

た消極的な投資姿勢がみられている。大企業を含め、企業が投資に積極的になれない背景に

は、３つの過剰（過剰雇用、過剰設備、過剰債務）に直面していたことや、長引くデフレの

下で成長期待が低下したこと、また、リーマンショックに代表される経済ショックへの備え

などを理由に現預金を蓄積してきたことなどが考えられる。特に中小企業・非製造業につい

ては、先述のとおり、その多くが国内で活動しているため、国内景気の影響を受けやすくな

るが、我が国経済がバブル経済の崩壊以降、20年間にもおよぶ低迷を経験する中で、大企業

と比べても投資が伸び悩んできた。2013年度以降、企業収益は過去最高水準となっているも
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（備考）１．Bureau van Dijk社“Osiris”により作成。 

    ２．中小企業は従業員数300人以下、大企業は従業員数301人以上の企業。 

    ３．2014年度の値。 
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のの、設備投資はそれに比して低水準にとどまっており、大中堅企業、中小企業双方の投資

姿勢に大きな変化はみられていない8。 

 

第２－１－６図 我が国企業の設備投資／キャッシュフロー比率の長期推移 

1990年代半ば以降、設備投資は、キャッシュフローを下回って推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          
8 第１章第１節を参照。 
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（備考）１．財務省「法人企業統計季報」より作成。後方４四半期移動平均。 

    ２．大中堅企業は、資本金１億円以上の企業。中小企業は資本金１千万円以上１億円未満の企業。 

    ３．設備投資／キャッシュフロー比率＝ソフトウェア除く設備投資 ／ キャッシュフロー 

          （キャッシュフロー＝減価償却費＋経常利益／２） 
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（中小企業にみられる「低収益・高レバレッジ」体質） 

 中小企業のパフォーマンスを財務・経営体質の面から探るために、負債／資本比率と売上

高営業利益率の関係をこの５年間の平均でみると、中小企業の負債／資本比率は 200％以上

となっており、140％程度の大中堅企業と比べて高い（第２－１－７図）。他方、中小企業の

売上高営業利益率は、２％程度と大中堅企業に比べて低く、総じてみれば、中小企業は収益

率が低く、かつ高レバレッジ体質であることが分かる。こうした状況は、大企業に比べ、中

小企業ではレバレッジの拡大が収益の向上に結び付いていない可能性を示唆しているが、経

営環境の悪化等のショックに対しても、大企業に比べ脆弱となっている可能性がある。 

 

第２－１－７図 負債／資本比率と売上高営業利益率の動向 

中小企業は、大中堅企業に比べ、負債比率が高く低収益 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（我が国の中小企業のＲＯＡは、アメリカと比べて低い） 

 我が国の中小企業の収益力は、大企業と比べて低いことを確認したが、ここでは、アメリ

カの中小企業の収益力との比較を行う。日米両国における中小企業・製造業の平均的なＲＯ

Ａをみると、アメリカでは16％であるのに対し、日本では３％と５分の１程度となっている

（第２－１－８図（１））。こうした背景を探るために、日米両国について、企業規模による

ＲＯＡの違いをみると、日本では、企業規模が小さくなるに従いＲＯＡが低くなる傾向が示

されているのに対し、アメリカでは、企業規模が小さくなるに従いＲＯＡが高くなる傾向が

0

3

6

9

12

15

0 100 200 300 400

負債／資本比率と売上高営業利益率

大中堅企業

中小企業

（売上高営業利益率、％）

（負債／資本比率、％）

大中堅全産業
中小全産業

大中堅自動車

大中堅化学

中小小売

中小建設

（備考）１．財務省「法人企業統計年報」により作成。 

    ２．過去５年（2010年－14年度）平均。資本は純資産。 

    ３．大中堅企業は資本金１億円以上、中小企業は資本金１億円未満。 

    ４．大中堅及び中小企業それぞれについて、全産業及び全産業を構成する個別31業種を掲載（計数が大きい 

大中堅の石油・石炭製品、電気業、物品賃貸、中小の農林水産業、電気業、物品賃貸は表外となっている）。 
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みてとれる（第２－１－８図（２））9。背景には、企業部門におけるダイナミズムの遅れ等

を理由に、我が国では、アメリカに比べ、収益率の高い成長期の企業が少ない一方、収益率

の低い成熟期の企業が多く中小企業に含まれる結果、全企業規模ベースでみても低い収益力

が、中小企業については更に押し下げられている可能性が考えられる。 

 

第２－１－８図 日米両国における中小企業のＲＯＡの比較 

我が国の中小企業・製造業のＲＯＡは、アメリカと比べて低い 

（１） 日米両国における中小企業・製造業のＲＯＡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          
9 Lam and Jongsoon（2012）では、アメリカに加え、ドイツ、フランスと日本を比較する中で、企業規模が

小さくなるに従いＲＯＡが低くなる傾向がみられるのは日本のみであることを示している。 
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（２）日米両国における企業規模とＲＯＡの関係 
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（備考）１．財務省「法人企業統計季報」、アメリカ合衆国商務省「QUARTERLY FINANCIAL REPORT」により作成。 

    ２．ＲＯＡ（総資本営業利益率） ＝ 営業利益／総資産（総資本） 

    ３．（１）は後方４四半期移動平均。日本は資本金１千万円以上１億円未満の製造業企業。 

      アメリカは総資産2,500万ドル未満の製造業企業。 

    ４．（２）のＲＯＡは、2010年第３四半期から2015年第２四半期の平均。 

      規模別層①は日本は資本金1,000万円以上2,000万円未満、アメリカは資産規模500万ドル未満 

      の企業群。規模別層②は日本は資本金2,000万円以上5,000万円未満、アメリカは資産規模500万 

      ドル以上1,000万ドル未満の企業群。規模別層③は日本は資本金5,000万円以上1億円未満、アメ 

      リカは資産規模1,000万ドル以上2,500万ドル未満の企業群。規模別層④は日本は資本金１億円 

      以上10億円未満、アメリカは資産規模2,500万ドル以上１億ドル未満の企業群。規模別層⑤は 

      日本は資本金10億円以上、アメリカは資産規模１億ドル以上の企業群。 
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３ 企業部門におけるダイナミズムの動き 

 

我が国の中小企業は、経済活動に占めるウェイトが大きい反面、その平均的な収益率は、

大企業と比べても低いことをみた。一方、収益分布の形状をみると、中小企業の多様性を反

映し、低収益企業及び高収益企業の割合が大企業と比べても高いことが確認された。我が国

の成長力を高めるためには、企業部門におけるダイナミズムを高め、高収益企業の割合を高

めていくことが重要となる。 

 

（我が国の開廃業率は国際的にも低く、社齢も高い） 

我が国の成長力を高めるためにも、起業による市場への参入や起業後の成長、市場からの

退出といった動きを円滑に進め、企業部門のダイナミズムを高めることが重要であるが、我

が国の開業率及び廃業率をみると、それぞれ５％程度、４％程度となっており、アメリカや

ドイツでは開業率が７～８％程度、廃業率が９～10％程度であるのと比べると低い。こうし

た開廃業率の低さを背景に、日本の中小企業部門では、諸外国と比べて社齢の高い企業の占

める割合が高い。実際に、我が国では、創業10年以上の中小企業が全体の４分の３以上を占

めるが、多くのＯＥＣＤ諸国では、半分以下となっている（第２－１－９図（１））。また、

こうした傾向は大企業についても同様であり、我が国の大企業は、諸外国に比べ社齢が高い。

日本の大企業300社のうち、７割以上が1960年以前に設立されているが、これとは対照的に、

アメリカでは、大企業の８割程度が1960年以降に設立されている（第２－１－９図（２））。 

 

第２－１－９図 企業の社齢と設立年次に関する国際比較 

我が国企業の設立は早く、社齢が高まっている 

（１） 中小企業の社齢に関する国際比較 
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（２）大企業の設立年次に関する国際比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（開業率と廃業率の間には高い相関） 

 開業率と廃業率の間には、我が国を含め、国際的にも高い相関関係がみられる（第２－１

－10図（１））10。こうした背景の１つとして、開業が活発になると、企業間の競争が促され

るために廃業も高まるという可能性が考えられる。「日本再興戦略」においても、開業率・廃

業率を10％に引き上げることが成果目標として設定されているが、これは、開業率・廃業率

を高めることや事業転換を進めることで、経営資源の速やかな移動が促される結果、雇用の

創出等を通じて、経済の中長期的な成長力を高める効果が期待されるためである。実際に、

ＯＥＣＤ諸国について、開業率・廃業率と経済成長率の関係をみると、緩やかな正の相関が

確認される（第２－１－10図（２）、（３））。企業部門、ひいては経済全体の活性化に向けて、

開業率・廃業率を高めることの重要性が示唆される。 

 

 

 

 

 

 

                          
10 中小企業庁（2008）では、都道府県別に開業・廃業の動向を確認し、開業率と廃業率の間に高い相関関

係があることを報告している。 

（備考）１．ＯＥＣＤ "Economic Surveys: Japan 2015"により作成。 
        ２．（１）の対象期間については、以下のとおり。 
      ベルギー、カナダ、フィンランド、ハンガリー、オランダ、アメリカ、英国は、2001年－11年の平均。 
      オーストリア、ブラジル、スペイン、イタリア、ルクセンブルク、ノルウェー、スウェーデンは、 
      2001年－10年の平均。日本及びニュージーランドは、2001年－09年の平均。フランスは2001年－07年の平均。 
      ポルトガルは、2006年－11年の平均。 
    ３．（２）は、2015年３月時点。大企業は、時価総額上位300社。 
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第２－１－10図 開業、廃業と経済成長 

開業率・廃業率を高めることは経済成長の向上につながる 

（１） 開業率と廃業率 
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（３）廃業率と経済成長 
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（備考）１．ＯＥＣＤ "Entrepreneurship at a Glance 2015"、World Bank "World Development Indicators"、 
      厚生労働省「雇用保険事業年報」により作成。 
    ２．ＧＤＰ成長率は、2006年－12年の平均。 
    ３．開業率は、以下のとおり。その他の国については、2006年－12年の平均。ベルギー、デンマーク、フィンランド、 

オランダは、2006年、2007年、2012年の平均。ブラジルは、2008年－12年の平均。フランスは、2008年－09年の平均。 
ドイツ及び英国は、2012年の値。韓国は2007年－12年の平均。ノルウェーは、2006年、2012年の平均。 

      スウェーデンは、2006年、2007年、2008年、2012年の平均。日本は2009－12年の平均（雇用保険事業年報により作成）。 
    ４．廃業率は、以下のとおり。その他の国については、2006年－12年の平均。オーストリア、イタリア、ルクセンブルク、 

ニュージーランド、スペイン、アメリカは、2006年－11年の平均。ブラジルは、2008年－11年の平均。フランスは、 
2008年－09年の平均。ドイツは、2012年の値。オランダは、2006年、2012年の平均。 
日本は2009年－12年の平均（雇用保険事業年報により作成）。 
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（中小企業支援とダイナミズム） 

企業部門のダイナミズムには、中小企業支援も影響を与えてきた。中小企業支援について

は、1999年における中小企業基本法の抜本改正以降、創業支援や新事業の創出に向けた支援

が中心となったが、同時に、原油・原材料価格の高騰による企業収益の悪化やリーマンショ

ックを契機とした金融危機などのショックに応じ、金融円滑化法、及び緊急保証制度を始め

とする様々な金融支援策が講じられてきた。ここでは、特に、ダイナミズム促進の観点から

緊急的な支援も含めた信用保証制度11、12の果たしてきた役割について考察する。 

一般に、中小企業による資金調達は、間接金融、直接金融を問わず、担保となる資産が少

ないことやクレジット・ヒストリー（信用履歴）が短いこと、また株式や社債の発行などに

より市場から資金を調達する手段が限られていること等を理由に、大企業に比べてその機会

が制約されているとみられる。 

特に、景気に対して、例えば、バブル経済の崩壊やリーマンショックといった金融・経済

活動を収縮させるようなショックが生じた場合には、金融市場におけるリスク回避的な動き

の中で中小企業の資金調達が制約を受ける傾向が強まる。そのため、我が国では、中小企業

の資金繰り支援策として、緊急的な支援も含めた信用保証制度が重要な役割を果たしてきた。

実際に、信用保証制度に基づく中小企業向け貸出の残高の推移をみると、2005年度には28.8

兆円であった規模が、リーマンショックを契機とした景気の落ち込みを背景に、2010年度に

は35.1兆円にまで拡大した（第２－１－11図（１））。その後、景気の回復基調を背景に、2014

                          
11 我が国の信用保証制度は、1937年の東京信用保証協会の設立に始まる。信用保証制度は、中小企業が金

融機関から融資を受ける際、信用保証協会が借入債務を保証することで、中小企業の資金調達を円滑にす

ることを目的としており、現在では、信用保証協会法に基づき設立された全国51の協会が信用保証の実務

を担っている。原則として信用保証協会が80％、金融機関が20％の割合で責任を共有（負担）することと

する責任共有制度が導入されているが、緊急保証制度については、信用保証協会が原則100％保証を行うこ

ととなっている。 
12 本章では、「原材料価格高騰対応等緊急保証制度」（2008年）、「緊急保証制度」（2009年）及び「景気対

応緊急保証制度」（2010年）をまとめて「緊急保証制度」という。「原材料価格高騰対応等緊急保証制度」

は、業況の悪化している業種に属する中小企業を対象にしたセーフティネット保証を大幅に拡充し、2008

年 10月に創設された。原油・原材料価格の高騰やリーマンショックの影響を強く受け経営環境が悪化して

いる中小企業を支援することを目的としており、指定業種を185業種から545業種へ拡大するとともに、

売上高の減少等の要件に該当する中小企業者が民間金融機関から融資を受ける際に、信用保証協会からの

保証を一般保証とは別枠で100％保証を受けることを可能とした。なお、保証枠は当初６兆円であったが、

平成20 年度第二次補正予算を受け20 兆円に拡大された。 

その後、国際的な金融不安等を契機とした厳しい経済状況に置かれている中小企業の資金繰りを支援す

るため、2009年４月の「経済危機対策（平成21年度第一次補正予算）」を受け「原材料価格高騰対応等緊

急保証制度」は「緊急保証制度」に名称変更され、保証枠を30兆円とする等の拡充が図られた。2010年２

月には、「明日の安心と成長のための緊急経済対策（平成21年度第二次補正予算）」を受け、2010年３月末

で期限切れを迎える予定であった「緊急保証制度」が「景気対応緊急保証制度」に名称変更され、原則全

1,118業種の中小企業が対象とされるとともに、保証枠は36 兆円まで拡充されることとなった。その後、

2011年３月に「景気対応緊急保証制度」が終了し、また2012年 11月には、緊急保証制度から引き続き実

施されていたセーフティネット保証の対象指定業種が絞られるなど、金融支援策は徐々に縮小されてきて

いる（岡田、2013）。 
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年度には27.7兆円にまで縮小したが、依然として、中小企業向け貸出の約１割を占めている。

また、ＧＤＰ比でみても６％程度となっており、諸外国に比べて大きな割合となっている（第

２－１－11図（２））。 

 

第２－１－11図 信用保証制度に基づく中小企業向け貸出の規模 

信用保証制度に基づく保証付の貸出のシェアは低下 

（１）信用保証制度に基づく中小企業向け貸出の残高 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）信用保証付貸出の国際比較（2013年） 
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（備考）１．中小企業庁（2015）、日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、全国信用保証協会連合会、 

ＯＥＣＤ "Economic Surveys: Japan 2015"により作成。 

    ２．（１）について、政府系金融機関貸出は、日本政策金融公庫及び商工組合中央金庫の合 

      計。民間金融機関貸出は、国内銀行及び信用金庫の合計。2015年度は、９月時点の値。 
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信用保証制度は、中小企業の資金繰りを改善し、景気の後退期にあっては、企業倒産の抑

制に一定の役割を果たしてきた一方で、現行の制度については、企業のライフステージや融

資の規模にかかわらず一律で融資の８割の回収が確保されることで、企業の個々の事情やニ

ーズを汲んだ融資、企業へのモニタリングや経営支援といった取組が十分に行われず、結果

的に制度を利用する企業も経営改善の努力を行うモチベーションを持ちにくいケースがある

のではないかといった指摘もなされている13。信用保証制度については、多様な危機に対応

させ、かつ中長期的に中小企業の成長を促進する制度とすることが求められている14。 

ここで、我が国を含め信用リスクの動向を探るため、日本、アメリカ、ＥＵのそれぞれに

ついて、中小企業における赤字企業の借入利率と黒字企業の借入利率の差（スプレッド）を

みると、アメリカ、ＥＵについては、信用リスクの違いを反映し、ある程度のスプレッドが

発生しているとみられるのに対し、日本では、スプレッドがほとんど発生していない（第２

－１－12図）。赤字企業と黒字企業の間で、信用リスクに差があるとすれば、そうした違いが

借入利率の差に表れると考えられるが、我が国では、そうした関係が観察されない。 

Lam and Jongsoon（2012）では、我が国について、格付けに応じた中小企業に対する銀行

の貸出金利と採算金利の関係を分析している。その結果によれば、格付けの高い中小企業へ

の貸出金利は銀行の採算金利を上回る一方、格付けの低い中小企業への貸出金利が銀行の採

算金利を下回ること、言い換えれば、信用リスクの高い中小企業に対しては採算の採れない

金利で貸出を行っており、そうした背景に、信用保証制度の影響がある可能性を指摘してい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          
13 中小企業政策審議会基本問題小委員会第１回金融ワーキンググループ 資料５「信用補完制度をめぐる課

題と対応の方向性（案）」（2015年 11月 19日）。 
14 中小企業政策審議会基本問題小委員会金融ワーキンググループ「中小企業・小規模事業者の発展に資す

る持続可能な信用補完制度の確立に向けて中間的な整理（論点整理と方向性）」（2015年 12月 16日）。 
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第２－１－12図 赤字企業と黒字企業の間にみられる借入利率の差（スプレッド） 

アメリカやＥＵと異なり、我が国では、スプレッドがほとんど発生していない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参入促進による雇用の創出） 

 起業による市場への参入が進むことにより、雇用の創出や収益の改善という効果が期待で

きる。企業の財務データ15を基に、2009 年からの５年間における中小企業の従業員数の変化

をみると、我が国ではアメリカやＥＵと比べて低いものの、４％程度増加した。従業員数の

増加に対する社齢別の寄与をみると、設立10年未満の比較的新しい企業が５割程度寄与して

いた（第２－１－13図）16。設立10年未満の比較的若い企業において、従業員数がより大き

く増加するという傾向は、アメリカやＥＵにおいてもみられており、社齢の低い企業による

雇用創出効果が高い可能性を示唆している。 

 こうした結果からも、我が国の企業部門における雇用創出力を高めるために、起業活動を

促し、新規企業を増やすことが重要といえる。 

 

                          
15 企業データバンク「Osiris」を利用。 
16 Fukao and Kwon（2011）では、2001年から2006年にかけて、設立10年以上の企業が雇用を減らす中、

設立10年未満の企業が雇用を生み出したとの結果を報告している。 

0.0
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1.0
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2.0

日本 アメリカ ＥＵ

中小企業 大企業

（借入スプレッド、％）

（備考）１．Bureau van Dijk社“Osiris”、OECD.Statにより作成。 

    ２．借入スプレッド＝（赤字企業の借入利率－黒字企業の借入利率）／10年物国債利回り。 

    ３．借入利率及び10年物国債利回りは、2010年度から2014年度の平均値。 

    ４．借入利率は支払利息／借入債務にて算出しており、各年度ごとに上位10％、下位10％の 

      企業を除外。 

    ５．中小企業は従業員数300人以下、大企業は従業員数301人以上の企業。 

    ６．ＥＵは、オーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フランス、 

      ドイツ、ギリシャ、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、 

      ポルトガル、スペイン、スウェーデン、英国の15か国。 
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第２－１－13図 中小企業における設立からの期間別にみる従業員数の動き 

より社齢の若い企業で従業員数が増加する傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ダイナミズムの向上に向けて、Ｍ＆Ａや新しい事業展開も重要） 

 企業部門のダイナミズムを高めるためには、Ｍ＆Ａや新たな事業展開に向けた動きも重要

となる。我が国のＭ＆Ａ件数をみると、最近では、景気回復を背景とした企業環境の改善等

を受けて、「ＩＮ－ＩＮ」を中心に増加傾向にある（第２－１－14図）。社会のニーズや技術

の高度化・複雑化が進む中、事業化のプロセスにもスピードが求められるようになると、中

小企業に限らず、自社の求める人材や設備を企業内で育成していくことには限界が生じる。

そのため、企業の枠を超えて既存の経営資源の組替えを円滑に行なうことを可能とするＭ＆

Ａの機能は、企業の成長促進や再生の観点からも重要性が増している。 

 また、既存事業とは異なる事業分野への進出を図る新事業展開を進めることも同様に重要

と考えられる。中小企業庁（2013）では、新事業展開を実施した中小企業・製造業の業績見

通しは、実施していない企業の業績見通しに比べて改善する傾向があることを示し、大企業

に比べて遅れがみられる中小企業による新事業展開を促すことの重要性を指摘している。 
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（備考）１．Bureau van Dijk社“Osiris”により作成。 

    ２．中小企業は従業員数300人以下の企業。 

    ３．ＥＵ15か国は、オーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、 

      ギリシャ、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、ポルトガル、スペイン、 

      スウェーデン、英国の15か国。 

    ４．（）内は、2009年から2014年にかけての従業員数の変化率であり、設立からの期間は 

      2014年時点のもの。 

73



第２－１－14図 我が国におけるＭ＆Ａ件数の推移 

企業環境の改善等を受けて、「ＩＮ－ＩＮ」を中心に増加傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（バランスシート調整の進展と企業環境の変化） 

中小企業を含む我が国の企業部門における資金の動きを、投資を表す資金需要と貯蓄を表

す内部資金に分けてみると、2000年代以降、総じて、資金需要が伸び悩む中、内部資金が増

加し、貯蓄・投資バランスは貯蓄超過方向に変化してきた（付図２－２）。 

こうした動きを、企業規模別、業種別にみると、2000年代以降にみられる企業部門の貯蓄

超過主体への転換には、中小企業・非製造業が中心的な役割を果たしていることが分かる（第

２－１－15図（１））。さらに、その内訳をみると、主に、不動産業や卸売・小売業等の分野

で貯蓄超過方向への動きが顕著であった（付図２－３）。不動産業は、バブル経済を契機に負

債残高を大きく増加させたが、中小企業・非製造業では、バブル経済の崩壊後、こうした業

種を中心に、相対的に大きなバランスシート調整の必要性に直面する中、投資を抑制し、内

部資金を負債の返済に充ててきたとみられる（第２－１－15図（２））。 

しかし、最近では、いずれの規模、業種においても、リーマンショックを契機とした一時

的な落ち込みからの回復の中、資金需要が増加している。企業を取りまく環境や企業の行動

に前向きな変化がみられる中、企業部門におけるダイナミズムを高めるといった新たな課題

の解決に向けて取組が進むことが期待される。 

次節では、企業部門のダイナミズムを高めるための諸施策とともに、イノベーションやＩ

ＣＴ投資を始めとする中小企業の生産性向上策について検討する。 
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（備考）１．（株式会社）レコフ社「レコフＭ＆Ａデータベース」により作成。 

    ２．2015年は１～11月の合計。 

    ３．ＩＮ－ＩＮは、日本企業同士のＭ＆Ａ、ＩＮ－ＯＵＴは、日本企業による外国企業へのＭ＆Ａ、 

ＯＵＴ－ＩＮは、外国企業による日本企業へのＭ＆Ａ。 
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第２－１－15図 企業の貯蓄・投資バランスと有利子負債・売上高比率の動向 

バランスシート調整の進展と企業環境の変化 

（１）企業規模別、業種別の貯蓄・投資バランス 
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（２）企業規模別、業種別の有利子負債・売上高比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

1998 99 2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 （年度）

（1998年度からの累積変化、％ポイント）

中小企業（非製造業）

中小企業（製造業）

大企業（非製造業）
大企業（製造業）

（備考）１．財務省「法人企業統計年報」により作成。 

    ２．大企業は資本金10億円以上の企業、中小企業は資本金１億円未満の企業を指す。 

    ３．（１）の貯蓄・投資バランスにおいて、内部資金は利益留保（その他資本剰余金、利益剰余金、 

      土地の再評価差額金、金融商品に係る時価評価差額金等、自己株式の調査対象年度中の増減額）、 

      減価償却費、その他内部資金（引当金、特別法上の準備金、その他の負債、企業間信用受信超） 

      の合計、資金需要は設備投資等（設備投資、土地、無形固定資産、その他資産）、在庫投資、 

      その他資金需要（企業間信用与信超）の合計。 

        ４．（２）における有利子負債は、流動負債に含まれる金融機関借入金、固定負債に含まれる社債 

      及び金融機関借入金の合計。 
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コラム２－１ 中小企業の定義と本章での分析データの特性について 

 

「中小企業」を定義する際には、企業の中でも「大企業」との区別を行う具体的な基準が

必要となるが、一般的には、資本金額や従業者数といった基準が用いられる。ただし、そう

した基準については、法律や各種の統計調査、また対象とする業種などによっても異なって

おり、必ずしも一つの絶対的な基準が存在するわけではない。 

例えば、中小企業基本法では、①「製造業その他」、②「卸売業」、③「小売業」、④「サー

ビス業」と業種を分類した上で、例えば、「製造業その他」については「資本金３億円以下、

又は、従業者数300人以下」、「卸売業」については「資本金１億円以下、又は、従業者数100

人以下」の企業を「中小企業者」として定義している。ただし、こうした定義は、中小企業

政策における基本的な政策対象の範囲を定めた原則であり、法律や制度によって「中小企業

者」として扱われる範囲が異なることもある17。各種の統計調査をみても、「経済センサス」

（総務省）では、「中小企業」を「資本金額１億円未満」の企業と定義する一方、「全国企業

短期経済観測調査」（日本銀行）では、「資本金額２千万円以上１億円未満」と異なる基準が

用いられている。 

本章では、経済センサスや法人企業統計等の集計データに加え、個票データを用いた分析

を行うため、分析データの一部を、Bureau van Dijk社が提供する企業データバンク「Osiris」

に依拠している。「Osiris」のデータを大企業と中小企業に区別する際には、便宜的に、「従

業者数300人以下」の企業を中小企業として定義している。なお、「Osiris」は上場企業を対

象とした企業データバンクであり、上述の基準により抽出された中小企業については、中小

企業の中でも比較的規模の大きな企業が中心となっている点には留意が必要である。コラム

２－１表では、「Osiris」に基づく分析データの特性を明らかにするため、日本、アメリカ、

ＥＵそれぞれについて、抽出された中小企業のサンプル数や平均従業員数、従業員一人当た

り売上高等の指標を示している。これによると、日本の中小企業の従業員一人当たり売上高

や１企業当たりの研究開発費は、アメリカやＥＵに比べて低い等の結果が示されている。な

お、アメリカの営業利益はマイナスとなっているが、これは、2000年以降に設立された企業

の割合が５割程度と抽出されたデータの中に若い企業が多く含まれていることが影響してい

る可能性も考えられる。他方、日本についてみると、その比率は２割程度であり、多くの企

業は2000年以前に設立されたことが示されている。 

 

 

 

 

                          
17 例えば、法人税法における中小企業軽減税率の適用範囲は、資本金１億円以下の企業となっている。 
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コラム２－１表 「Osiris」におけるデータの特性：日米欧における中小企業の比較（2014年） 

 

（備考）１．Bureau van Dijk社“Osiris”により作成。 

    ２．中小企業は従業員数300人以下の企業。 

    ３．ＥＵ15か国は、オーストリア、ベルギー、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、 

      ギリシャ、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、ポルトガル、スペイン、 

      スウェーデン、英国の15か国。 

    ４．従業員数は平均値、売上高、従業員一人当たり売上高、営業利益及び研究開発費はそれぞれ 

      上下0.5％ずつ（計１％）控除した上で、残った企業を平均した刈込平均値。 

 

日本 アメリカ ＥＵ

全サンプル数 3,379 4,161 4,030

 うち中小企業数 947 1,598 1,860

　2000年以降に設立された企業の比率（％） 19.7 49.1 40.6

　従業員数（人） 148.4 92.9 86.0

　売上高（1000ドル） 80,570.6 73,790.9 49,648.3

　従業員１人当たり売上高（1000ドル／人） 573.1 1,266.2 920.4

　営業利益（1000ドル） 4,514.9 -748.0 4,958.3

　研究開発費（1000ドル） 504.7 13,520.6 895.7
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